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施設費貸付・交付

機構では、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構の施設の整
備等に必要な資金の貸付け及び交付等を行っています。文部科学省の施設整備等に関する計画に基づ
き、国立大学法人等の施設整備等を安定的に実施し、教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の
改善を支援しています。

施設費貸付事業
国立大学法人及び大学共同利用機関法人を対象として、附属病院整備等に必要な資金の貸付けを行っています。
なお、文部科学省の定める施設整備計画に従い整備を実施するため、貸付先は文部科学大臣が定めています（機
構の行う施設費貸付事業は文部科学省の施設整備費補助金を補完するものであり、附属病院整備のうち施設整備
については、総事業費の 1 割分を文部科学省が補助金として交付、 9 割分を機構が貸付けています）。貸付事業
の財源は、①財政融資資金からの借入金、②独立行政法人大学改革支援・学位授与機構債券の発行により調達し
た資金です。

●施設費貸付事業の概要
貸付メニュー
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大学改革支援・学位授与機構

財政融資資金 市　　場
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●整備例

中央診療棟
（東北大学）

磁気共鳴画像診断システム
（福井大学）
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施設費貸付・交付

施設費交付事業
国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構を対象として、施設整備に必要な
資金の交付を行っています。
なお、文部科学省の定める施設整備計画に従い整備を実施するため、交付先は文部科学大臣が定めています（機
構の行う施設費交付事業は文部科学省の施設整備費補助金を補完するものです）。
交付事業の財源は、①国立学校特別会計から承継した特定学校財産・積立金等の財産、②国立大学法人等の不要
財産処分収入の一定割合、となります。

●施設費交付事業の概要

国

各国立大学法人
各大学共同利用機関法人
国立高等専門学校機構

大学改革支援・学位授与機構旧特定学校
財産処分

市

　
　場

【対象事業】
国立大学法人等の

　施設整備全般
　・土地の取得
　・施設の設置
　　若しくは整備
　・設備の設置

大
臣
の

定
め

旧
特
定

学
校
財
産

積
立
金
等
承
継

財産処分

財
産
処
分

収
入
の

一
部
納
付

資
金
の

交
付

●整備例
校内環境整備（道路舗装）（埼玉大学）

施工前 施工後

外国人教師宿舎外壁改修（大阪大学）

施工前 施工後
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旧特定学校財産の管理処分
旧特定学校財産とは、旧国立学校設置法に規定されていたもので、国立学校財産のうち、移転、施設の高層化等
により不要となったもので処分収入額が100億円を超える財産のうち、文部科学大臣が財務大臣と協議して指定
した財産のことです。
機構は、国から承継した旧特定学校財産を管理・処分するとともに、得られた収入を機構が実施する施設費交付
事業の財源に充てることとしています。

承継債務償還
機構は旧国立学校特別会計が財政融資資金に対し負っていた債務を一括して承継しており、当該債務の償還業務
を行っています。
償還の財源は、文部科学大臣が定める国立大学法人が機構に対し文部科学大臣が定める額を負担することとされ
ており、機構はこれを取りまとめて財政融資資金に対し償還を行っています。
また、債務を負担する国立大学法人は、機構が一括して承継した債務に保証を差し入れています。

●承継債務償還の概要
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